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１．はじめに 
 ＴＶ広告の購買に対する効果については，こ

れまで膨大な実証研究の蓄積がある（Tellis 
2004）。特に同一世帯／個人から広告露出と購
買の記録を測定するシングルソース・データが

開発されて以降，こうした研究の進捗は目覚し

い。購買から１週間以内の広告露出に限定して，

シングルソース・データを用いた広告の短期効

果を示そうとしたのが Jones (1995) である。そ
こでは，広告に露出された世帯とそうでない世

帯の間で当該ブランドの購入シェアを比較す

るという素朴な方法が用いられた。 
いうまでもなく購買には広告以外の様々な共

変量が影響し，それらは現実の広告露出とも独

立ではない。世帯ごとに異なる量・質の広告を

無作為に割り当てる，いわゆるスプリット・ケ

ーブル実験であれば，共変量の影響を排除でき

る（Lodish et al. 1995）。しかしながら，こうし
た手法は一部地域でしか運営されておらず，利

用可能性は一般に低い。 
それに代わるのは，現実に測定されるシングル

ソース･データを用いながら，広告露出と購買

に影響する重要な変数をすべて網羅し，それら

の因果関係を適切にモデル化することである。

もう一つは，あたかも無作為割当を行なったか

のようにデータを調整することである。本研究

では，後者の方法として傾向スコアを採用する。

以下，その方法と適用例について述べ，最後に

今後の展望について議論する。 
 
２．提案する方法 
無作為割り当てが不可能な状況で，共変量の処

置に対する影響を除去した処置の効果を推測

する手法として，傾向スコアは Rosenbaum and 
Rubin (1983) 以来，医学から社会科学まで様々
な領域で応用されてきた。一般的には，傾向ス

コアによるマッチングや層別が使われること

が多かったが，そこには手続き上の恣意性があ

る。そこでは，より厳密な統計的推論を可能に

する方法として傾向スコアによる重み付 M 推

定量の利用が提案されている（Hoshino, Kurata 
and Shigemasu 2005; 星野, 印刷中）。これを比率
に関する二群間の差の検定に応用する。 
ある製品カテゴリーの購買機会iに，それに先立
つ一定期間内にあるブランドのＴＶ広告に同

じ世帯が露出されたかどうか (zi
 = 1 or 0) が観

察されているとする。このとき当該ブランドが

購買されていれば yi = 1，他のブランドが購買
されていればyi = 0 とする。zi の共変量ベクト
ル x に対するロジスティック回帰を行ない，
傾向スコアwi

 を推定する。この回帰が満足いく

識別を行なっている場合，広告露出のあった購

買機会となかった購買機会における当該ブラ

ンド購入率（シェア）の重み付M推定量は，以
下のようになる。 
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ここでEは広告露出が購買以前の一定期間内に
あった購買機会の集合，Uはそれがなかった購



買機会の集合である。 の漸近分布を

求め（紙幅の都合で省略），帰無仮説

が成り立つかどうか検定する。なお，購買機会

は世帯と日付によって区別されるが，本研究で

は両者を独立とみなす。 

WW pp 21 ˆˆ −
WW pp 21 ˆˆ =

 
３．適用例 
３年間に及ぶパネル世帯でのインスタントコ

ーヒー各ブランドのＴＶ広告露出と購買を記

録した，ＶＲホームスキャンデータを用いる。

まず，各世帯について，主要４ブランドの購買

があった日（総購買機会の 88%）を抽出し，そ
こから１週間過去に遡って，その間購買したブ

ランドのＴＶ広告に露出されたかどうかをチ

ェックする。こうしてブランドごとに，zi，yi が

観測される。なお，１週間という期間設定は，

Jones (1995) を踏襲している。 
次に広告露出の有無に関連しそうな共変量の

候補として，世帯の家計支出，家族構成，住居

形態から当該カテゴリーでの購買経験やＴＶ

広告露出経験，曜日・季節といった変数を用い，

ブランドごとにロジスティック回帰を行なっ

て傾向スコアを算出した。どのブランドについ

ても正識別率が 70～80%となっている。 
提案手法と比較するベンチマークとして，木戸 
(2004) と同様，重み付けのない推定量を用いる。
３年間の購買機会をプールした分析では，傾向

スコアによる重みのない場合，ある１つのブラ

ンドについてだけ，広告露出の有無による購入

率の差が 1%水準で有意になる。ところが，傾
向スコアによる重み付を行なった検定では10%
水準としてはじめて有意差がある。つまり，か

なりハードルを下げないと，広告の短期効果が

認められないのである。 
年次別の分析では，傾向スコアの重みのない検

定では，上記のブランドについて初年度と３年

目に 5%水準での差が見られるが，重みを付け
ると 0.1%水準での差が見られる。また，重みな
しの場合有意な差がなかったいくつかのケー

スで，5%水準の差が見られる。すなわち，傾向
スコアを用いることで広告の短期効果が明確

になるケースがいくつかある。 
 
４．結論と今後の課題 
特定ブランドの広告への露出は個々の世帯の

行動特性によって影響を受けるので，シングル

ソース･データを用いて広告露出による購買行

動の差を分析する場合，その影響をいかに除去

するかが重要である。無作為割付が不可能な状

況で，それに近い形での検証を可能にする傾向

スコアを用いることで，より正確な広告効果を

検出することができる。 
今回の研究では，広告露出から購買にいたる期

間を１週間としたが，そうでなくてはならない

理由はない。また，中長期の広告効果を考える

ため，数ヶ月以上の期間を設定することも考え

られる。それに伴い，広告露出及び購買の指標

を多水準化して扱う必要があるかもしれない。

今後より発展した方法論を用いて，広告効果の

探求を行なっていきたい。 
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